様式第８の２（第31条関係）
広域共同防災組織設置（変更）届出書
	　　年　　月　　日　

都道府県知事（主務大臣）　殿
　　　　　　　　　　　　　届出者
　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
広域共同防災組織を設置する特定事業者の名称
法人にあつてはその名称及び代表者の氏名

　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
広域共同防災組織を設置（変更）したので、石油コンビナート等災害防止法第19条の２第４項の規定に基づき届け出ます。
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備考
[bookmark: _GoBack]　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
　２　広域共同防災組織に係る特定事業所の設置の場所及び名称の欄には、すべての特定事業所について記入するものとし、すべての特定事業所について記入できない場合にあつては、別紙として添付すること。
　３　別紙について
⑴　その他の防災資機材等の欄には、種類の欄に記載のないものの名称、数量及び能力を記入すること。
⑵　備付けの場所の欄には、防災資機材等を備え付ける場所の名称を記入すること。
⑶　勤務又は待機の場所の欄には、防災要員の勤務又は待機の場所の名称及び位置（同一場所でない場合は、それぞれの名称、位置及び防災要員の数）を記入すること。
４　※印欄には、記入しないこと。
